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発行にあたって 

 

 

 

 私たち郡山市社会福祉協議会では、地域住民、民生委員、ボランティア、町内会等と連

携し、住民主体の地域福祉活動の実施主体となる地区社協・支部社協を組織化し、生活課

題のある高齢者世帯や子育て世帯などに対して、いきいきサロンや子育てサロンに代表さ

れる集いの場の提供や、見守りのための友愛訪問活動などに取り組んできました。 

 特に、東日本大震災をはじめ、令和元年台風１９号による水害等に被災された方々に対

する見守りや声かけ、サロンづくりなどの様々な地域福祉活動を通じて、長年「一人の不

幸も見逃さない運動」を推進するとともに、平成３０年度からは「みんなで支え合い 一

人ひとりが輝けるまち こおりやま」を基本理念とする「第４次地域福祉活動計画」に基

づき、①人と人がつながり支え合う地域共生社会の推進、②地域課題を我が事とし解決で

きる環境づくり、③住民に寄り添い、後押しする相談・支援の強化、④地域の団体の協力

関係とネットワークの構築、⑤誰にでもわかりやすい情報の発信と福祉啓発の５つの基本

目標を掲げ地域福祉活動に取り組んできました。 

 しかし、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、人と人が互いに距離をとり、接触の

機会を減らすこと（ソーシャルディスタンス）が求められる「新しい生活様式」の実践が

必要となってきています。 

 外出自粛が長期化する中で、郡山市社協も高齢者の見守り活動や子育て支援などの見守

り活動も中止を余儀なくされ、力を発揮できない中、孤独死、虐待などもう一つの命の危

機に直面することが懸念されています。 

 それに伴い、地域においてはいきいきサロンや友愛訪問活動が今までどおりに行えない

ことによる戸惑いの声や感染を防ぎながらどのように活動に取り組んでいけば良いのかと

いう声が寄せられています。 

 そこで、このガイドラインにより、新しい生活様式の中での皆様の地域福祉活動の一助

となればと作成しました。 

 なお、このガイドラインの作成にあたって、豊中市社会福祉協議会作成「新型コロナウ

イルス新しい生活様式下での地域福祉活動再開に向けたガイドライン＃離れていてもつな

がろう」を参考にさせていただきました。豊中市社会福祉協議会の皆様に感謝申し上げま

す。 

 

令和２年６月５日  

 

社会福祉法人 郡山市社会福祉協議会 
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１．郡山市の主催イベントの開催の基本的な考え方 

 新型コロナウイルス感染症に係る市主催等イベントの開催等 

及び市有施設の開館に関する指針（９月 18 日改正） 

１ これまでの経緯と現状認識 

国においては、令和２年４月７日に、東京都や大阪府など７都府県に新型インフルエ

ンザ対策特別措置法(以下「法」という。)に基づく緊急事態宣言を行い、４月 16 日に

はその区域を全国に拡大した。その後、感染状況の評価・分析等を踏まえ、対象区域の

見直しを行い、５月 14 日には８都道府県に、５月 21 日には５都道県に縮小する区域

変更を経て、５月 25 日には、法に基づく緊急事態解除宣言を行うとともに、「新型コロ

ナウイルス感染症対策の基本的対処方針」を見直し、移行期間として概ね３週間ごとに

地域の感染状況や感染拡大リスク等の評価を行いながら、イベント開催制限等の段階的

な緩和を図ってきた。その後、８月 24 日に９月末までは維持するとしていた開催制限

を現在の感染状況やこれまで得られた知見を踏まえ、９月 11 日に見直すこととした。 

福島県においては、５月 15 日に「緊急事態措置」を解除し、今後の「感染拡大防止

対策」を発表するとともに、５月 27 日に見直しが行われた。その後、７月 30 日の見

直しを経て、８月 27 日に開催制限を９月末まで継続することとしたが、国の方針を踏

まえ、９月 17 日に見直しを行ったところである。 

このような中、本市においては、２月 20 日に本指針を策定し、随時見直しを行いな

がら、新型コロナウイルス感染症の蔓延防止に努めてきたところであるが、今般の県の

「感染拡大防止対策」の見直しを踏まえ、市主催等のイベントの開催等及び市有施設の

開館について、次のとおりとする。 

２ 市有施設の開館について 

市有施設は、安全性や適切な感染予防策等を講じた上で開館する。ただし、感染状況

や施設の特性、利用形態等を考慮し、その全部又は一部の使用休止や定員変更、入場制

限、時間制限等を設けることがある。 

３ 市主催等イベント等開催について 

(1) 基本的考え方 

① イベント等の開催に当たっては、国の専門家会議が示した「新しい生活様式(*1)」

の考え方を踏まえ、感染防止対策と経済社会活動の両立のため、徹底した感染防止対

策の下での安全なイベント開催を図っていく。 

② 全国的又は広域的な人の移動が見込まれるものや参加者の把握が困難な大規模なイ

ベント等の開催については、十分な人と人との間隔の維持が困難な場合は、中止を含

め慎重に検討すること。 

③ 上記以外のイベント等については、次に掲げる人数上限及び収容率要件による人数

のいずれか小さい方を限度とする。 

ア 人数上限の目安 
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以下、(2)イベント開催制限の緩和に伴うリスクを軽減するための措置及び４イベ

ント等開催のための適切な感染対策に留意し、開催制限の緩和を適用する条件が担保

されている場合、5,000 人又は収容定員の 50％のいずれか大きい方を上限とし、条件

が担保されていない場合は 5,000 人を上限とする。 

イ 収容率の目安 

「感染リスクの少ないイベント(*2)」（クラッシック音楽コンサート等）については

「100％2/4以内(*4)」 に緩和する。「その他のイベント(*3)」（ロックコンサート、ス

ポーツイベント等）については 50％以内とし、座席等により参加者の位置が固定される

場合にあっては、異なるグループ（又は個人）間では座席の間隔を１席空け、同一グル

ープ（５人以内に限る。）内では座席間隔を設けなくともよいものとする。 

(2) イベント開催制限の緩和に伴うリスクを軽減するための措置 

① 消毒の徹底（感染リスクの拡散防止） 

② マスク着用の担保（感染リスクの拡散防止） 

マスクを持参していない者がいた場合は主催者側でマスクを配布し、着用率 100％

を担保 

③ 参加者及び出演者の制限（感染リスクの拡散防止） 

有症状者の出演・入場を確実に防止する措置の徹底（検温の実施、有症状者の出

演・練習を控えること、主催者が払い戻しの措置等を規定しておくこと等） 

④ 参加者の把握（感染リスクの拡散防止） 

事前予約時又は入場時に連絡先を確実に把握することや、接触確認アプリ

（COCOA）等の具体的措置を講じること。 

⑤ 大声を出さないことの担保（大声の抑止） 

大声を出す者がいた場合、個別に注意、対応等ができるよう体制を整備（人員の

配置等）、スポーツイベント等では、ラッパ等の鳴り物を禁止し、個別に注意、対

応等ができるよう体制を整備 

⑥ 密集の回避（イベントの入退場や休憩時間における「三密(*5)」の抑止） 

入退場列や休憩時間の密集を回避する措置（人員の配置、導線の確保等）、十分な

換気、休憩時間中及びイベント前後の食事等での感染防止 

⑦ 演者・観客間の接触・飛沫感染リスクの排除演者・選手等と観客が催物前後・休

憩時間等に接触しないよう確実な措置を講じるとともに、接触が防止できないお

それがあるイベントについては開催を見合わせること。 

⑧ 催物前後の行動管理（交通機関、イベント後の打ち上げ等における三密の抑止） 

公共交通機関・飲食店等での密集を回避するために、交通機関・飲食店等の分散

利用を注意喚起、可能な限り、予約システム等の活用により分散利用を促進 

４ イベント等開催のための適切な感染対策 

イベント等を収容率 100％で開催するためには、以下の(1)から(3)、収容率 50％以
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下で開催するためには、以下の(2)及び(3)に留意する。 

(1) 徹底した感染防止等 

① マスク着用状況が確認でき、個別に注意等ができるもの（マスクを持参してい

ない者がいた場合は主催者側で配布） 

② 大声を出す者がいた場合、個別に注意等ができるもの（マスクを着用で隣席の

者との日常会話程度は可、演者が歌唱等を行う場合、舞台から観客まで一定の

距離を確保（最低２ｍ）） 

(2) 基本的な感染防止等 

① 上記(1)の奨励（ガイドラインに定め、イベントの性質に応じて可能な限り実

行） 

② こまめな手洗いの奨励 

③ 施設内、マイク等共用物品のこまめな消毒の実施、消毒液の設置、手指消毒 

④ 法令を遵守した空調設備の設置、こまめな換気 

⑤ 入退場時の密集回避（時間差入退場等）、待合場所等の密集回避 3/4 

⑥ 飲食用に感染防止策を行ったエリア以外での飲食の制限、休憩時間中及びイベ

ント前後の食事等による感染防止の徹底 

⑦ 入場時の検温、入場を断った際の払い戻し措置 

⑧ 可能な限り事前予約制、あるいは入場時に連絡先の把握、接触確認アプリ

（COCOA）等の奨励 

⑨ イベント前後の感染防止の注意喚起 

(3) イベント開催の共通の前提 

① 入退場や区域内の行動管理ができないものは開催を慎重に検討 

② 全国的な移動を伴うイベント又はイベントの参加者が 1,000 人を超えるような

イベントの開催を予定する場合には、施設管理者又はイベントの主催者は、開

催要件等について福島県に事前に相談 

③ 地域の感染状況の変化があった場合は柔軟に対応 

５ 指針の適用期間 

この指針の適用期間は、令和２年 11 月 30 日までとする。 

６ 指針の改正について 

この指針は、同感染症の発生動向、国及び福島県の方針を踏まえ随時改正する。 

７ 附 則 

この指針は、令和２年２月 20 日から施行する。 

（略・令和２年２月 25 日、同年３月 24 日、同年４月６日、同年４月 18 日、同年５

月 11 日、同年５月 16 日、同年６月１日、同年８月１日、同年９月１日施行） 

この指針は、令和２年９月 19 日から施行する。 

「新しい生活様式(*1)」：令和２年５月４日新型コロナウイルス専門家会議からの提言に
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基づく感染拡大を防止するための生活スタイル 

「感染リスクの少ないイベント(*2)」：大声での歓声・声援等がないことを前提としうる

ものの例 

○音楽：クラッシック音楽（交響曲、管弦楽曲、協奏曲、室内楽曲、器楽曲、声楽曲 

等）、歌劇、楽劇、合唱、ジャズ、吹奏楽、民族音楽、歌謡曲等のコンサート 

○演劇等：現代演劇、児童演劇、人形劇、ミュージカル、読み聞かせ、手話パフォーマン

ス 等 

○舞踊：バレエ、現代舞踊、民族舞踊 等 

○伝統芸能：雅楽、能楽、文楽、人形浄瑠璃、歌舞伎、組踊、邦舞 等 

○芸能・演芸：講談、落語、浪曲、漫談、漫才、奇術 等 

○公演・式典：各種講演会、説明会、ワークショップ、各種教室、行政主催イベント、タ

ウンミーティング、入学式、卒業式、成人式、入社式 等 

〇展示会：各種展示会、商談会、各種ショー 

「その他のイベント(*3)」：大声での歓声・声援等が想定されるものの例 

○音楽：ロックコンサート、ポップコンサート 等 

○スポーツイベント：サッカー、野球、大相撲 等 

○公演：キャラクターショー、親子会公演 等 

※ 上記イベント(*2)（*3)は例示であり、実際のイベントが上のいずれに該当するかに

ついては、大声での歓声・声援等が想定されるか否かを個別具体的に判断する必要が

ある。 

「100％以内(*4)」：100％開催の具体的要件（次のいずれにも該当するもの。） 

① これまでの当該出演者・出演団体の開催実績において観客が大声での歓声・声援等を

発し、又は歌唱する等の実態がみられないもの（開催実績がない場合、類似のイベント

に照らし、観客が大声での歓声・声援等を発し、又は歌唱することが見込まれないも

の）。 

② これまでの開催実績を踏まえ、マスクの着用を含め、個別の参加者に対して感染防止

対策の徹底が行われうるもの。 

③ 発声する演者と観客間の距離が適切に保たれている等、感染対策等が感染拡大予防ガ

イドラインに盛り込まれ、それに則った感染防止対策が実施されるもの。 

 

「三密(*5)」：① 換気の悪い「密閉空間」、② 多数が集まる「密集場所」、③ 間近で会話

や発声をする「密接場面」 
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２．郡山市社会福祉協議会の基本方針 

 長期化する新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、今まで習慣化してきたいきいきサ

ロンや友愛訪問活動の中止が増え、地域とのつながりが乏しくなる高齢者などが急増して

いる。「いきいきサロン」や「友愛訪問」などの地域福祉活動は、地域共生社会を推進し

ていくための重要な地域資源である。 

そこで、郡山市の開催の基本的な考え方や参考資料に記載されている感染予防策・新し

い生活様式に則り、地域福祉活動の実施を図っていく。また、本ガイドラインは社会情勢

及び地域の状況に合わせ、適宜改訂を加えていく。 

 なお、福祉委員（担い手）と地域住民（対象者）の双方が不安を感じることなく活動で

きることを前提とし、実施・参加を強制するものではありません。 

 

３．会議・研修会の実施 

 （１）市社協主催の会議・研修会の実施について 

    上記の条件を確保でき、換気ができる状態にある場合に実施をする。 

    実施が困難な場合は、文書での伝達または実施を中止する。 

 （２）地区社協・支部社協の会議・研修会の実施について 

    原則として、市社協に準ずる。 

    ただし、地域の中で実施が必要であり実施可能と判断されれば、予防対策をした

うえで実施をしていただく。 
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４．各地区社協・支部社協主催の地域福祉推進事業の実施 

 ・市社協の役割 

  体温計・消毒液・飛沫防止パネルの貸出、その他の活動の補助 

 ・地区社協、支部社協の役割 

  活動時のマスクの着用、消毒、検温等の感染拡大予防の徹底 

 ・参加者の役割 

  参加時のマスクの着用、消毒、検温への協力 

※活動時に必要な消毒液については、市社協から貸出をします。必要な地区社協・支 

部社協はお申し出ください。 

   また、活動時の検温や消毒などの活動のお手伝いを、生活支援コーディネーターが

行いますので、担当の生活支援コーディネーターにお問い合わせください。 

 

 （１）会食会 

   ①開催にあたっては、郡山市の開催条件に則って行う。 

   ②実施頻度や実施場所を増やし、一回の参加人数を制限することで３密を避けるよ

う努める。 

③調理をする時は感染拡大予防に最大限配慮して行う。調理が困難な場合は、調理

済み品で対応する。 

   ④実施が困難な場合は、配食サービス・友愛訪問事業の実施へ変更する。 

   ⑤活動時は、検温・消毒・マスク着用・定期的な換気を行い、予防に努めること。 

    手指以外にも頻繁に人が触れる箇所（ドアノブ等）は重点的に消毒する。 

   ⑥歌を歌ったり、大声を出したり、息が荒くなるプログラムは控える。 

   ⑦大きな声で案内や指示を出す必要が無いように、あらかじめ大きな文字で作成し

たポスターや案内板を準備し掲示する。 

   ⑧当日の参加者を記録しておく。 
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（２）茶話会 

①開催にあたっては、郡山市の開催条件に則って行う。 

   ②実施頻度や実施場所を増やし、一回の参加人数を制限することで３密を避けるよ

う努める。 

③調理をする時は感染拡大予防に最大限配慮して行う。調理が困難な場合は、調理

済み品で対応する。 

   ④実施が困難な場合は、配食サービス・友愛訪問事業の実施へ変更する。 

   ⑤活動時は、検温・消毒・マスク着用・定期的な換気を行い、予防に努めること。 

    手指以外にも頻繁に人が触れる箇所（ドアノブ等）は重点的に消毒する。 

   ⑥歌を歌ったり、大声を出したり、息が荒くなるプログラムは控える。 

   ⑦大きな声で案内や指示を出す必要が無いように、あらかじめ大きな文字で作成し

たポスターや案内板を準備し掲示する。 

   ⑧当日の参加者を記録しておく。 

 

 （３）子育てサロン 

①開催にあたっては、郡山市の開催条件に則って行う。 

   ②実施頻度を増やし、一回の参加人数を制限することで３密を避けるよう努める。 

③調理をする時は感染拡大予防に最大限配慮して行う。調理が困難な場合は、調理

済み品で対応する。 

   ④実施が困難な場合は、友愛訪問事業の実施へ変更する。 

   ⑤活動時は、検温・消毒・マスク着用・定期的な換気を行い、予防に努めること。 

    手指以外にも頻繁に人が触れる箇所（ドアノブ等）は重点的に消毒する。 

   ⑥歌を歌ったり、大声を出したり、息が荒くなるプログラムは控える。 

   ⑦大きな声で案内や指示を出す必要が無いように、あらかじめ大きな文字で作成し

たポスターや案内板を準備し掲示する。 

   ⑧当日の参加者を記録しておく。 

   ⑨集まることが困難な場合は、季節・時節に沿ったプレゼント等を配ることも対象

とする。（各家庭へ訪問する、公民館を拠点として来てもらうなど） 

例 1：毎年、ひな祭りを開催しているが開催が困難なため、手作りひな人形とひ

なあられを配布する。 

例 2：毎月、子育てサロンを開催しているが開催が困難なため、お散歩ついでに

公民館に来てもらい、お菓子や家の中で遊べる玩具を配布する。 など 

 

 （４）世代間交流 

①開催にあたっては、郡山市の開催条件に則って行う。 

   ②実施頻度を増やし、一回の参加人数を制限することで３密を避けるよう努める。 
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③調理をする時は感染拡大予防に最大限配慮して行う。調理が困難な場合は、調理

済み品で対応する。 

   ④活動時は、検温・消毒・マスク着用・定期的な換気を行い、予防に努めること。 

    手指以外にも頻繁に人が触れる箇所（ドアノブ等）は重点的に消毒する。 

   ⑤歌を歌ったり、大声を出したり、息が荒くなるプログラムは控える。 

   ⑥大きな声で案内や指示を出す必要が無いように、あらかじめ大きな文字で作成し

たポスターや案内板を準備し掲示する。 

   ⑦当日の参加者を記録しておく。 

   ⑧児童から高齢者へ、高齢者から児童へお手紙を送るなど、訪問・接触をしない交

流活動も対象とする。 

 

（５）配食サービス 

   ①従来は、足が不自由などの理由でいきいきサロンなどの「集いの場」に参加する

ことができない人が主な対象だが、いきいきサロンの実施が困難な現状を鑑み、

「集いの場」の参加者を含むなどの対象者の拡大を検討する。 

   ②お弁当などの調理をする時は郡山市の開催条件に則り感染拡大予防に最大限配慮

して行う。調理が困難な場合は、調理済み品で対応する。 

   ③原則として、お弁当は屋外での受け渡しとする。 

④活動時は、検温・消毒・マスク着用を行い、予防に努めること。 

⑤テイクアウト方式・・・屋外でお弁当を取りに来てもらう方式 

  ・並ばせる時は２メートル間隔でラインをテープなどで引く。 

  ・受付時に検温、消毒を行い、お弁当を渡す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）友愛訪問事業 

①従来は、足が不自由などの理由でいきいきサロンなどの「集いの場」に参加する

ことができない人が主な対象だが、いきいきサロンの実施が困難な現状を鑑み、

「集いの場」の参加者を含むなどの対象の拡大を検討する。 

 

②お弁当 
①受付・消毒 

２ｍ間隔 
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   ②開催にあたっては、郡山市の開催条件に則って行う。 

   ③活動時は、検温・消毒・マスク着用を行う。 

   ④原則として、見舞い品は屋外での受け渡しとする。 

   ⑤お手紙を送るなど、訪問・接触をしない見守り活動も対象とする。 

 

 

５．福祉バスの運行 

（１）乗車定員は７人以上１１人以下とする。 

（２）座席は、密にならない配置で着席する。 

（着席不可の座席には目印が貼られています）※下記の座席見取り図参照 

（３）乗車中はマスクを着用する。（マスクは各自持参） 

（４）乗車するたびに、バスに設置している消毒液で消毒をする。 

（５）随時バスの換気を行う。 

（６）降車前に、バスに設置している消毒液で手指の消毒をする。 

（目的地、休憩に関わらず） 

※使用にあたっての条件を確認するため、利用時に下記添付のチェックリストの提出が必

要となります。 

詳細につきましては、当協議会地域福祉課までお問い合わせください。（TEL024-932-5311） 
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郡山市社会福祉協議会のその他の事業について 
 

６．生活支援コーディネーター、協議体について 

 （１）生活支援コーディネーター（SC） 

①協議体関連(キーパーソンの打ち合わせ、説明会、勉強会等)会議の開催にあたっ 

ては、郡山市の開催条件に則って行う。 

②地域事業及び会議に参加する場合、SC は原則 2名までの参加とする。 

③活動時は、検温・消毒・マスク着用・換気を行い、予防に努める。 

④電話連絡を主体とした見守り活動などを積極的に行う。 

（２）協議体について 

①協議体関連(キーパーソンの打ち合わせ、説明会、勉強会等)会議の開催にあたっ 

ては、郡山市の開催条件に則って行う。 

②活動時は、検温・消毒・マスク着用・換気を行い、予防に努める。 

③会話をする場合は可能な限り真正面を避ける。 

④グループワークなどは少人数で行い、接近した距離での会話等を避ける。 

⑤事前に計画を立て、短時間で終われるように工夫する。 

 

７．住民参加型在宅福祉サービス事業「たすけあい活動」 

（１）活動は原則 30分までとし、最大でも 1時間までにする。活動時間内に終わらな

い場合でも延長して行うことは禁止する。 

（２）草むしりや話し相手、通院のお手伝い、調理は原則活動を行わない。 

（３）室内で行う活動は換気を行い予防に努める。 

（４）活動チケットは直接手渡しでの受け取りを極力避ける。 

（５）助っ人隊及び利用者は活動実施中はマスクを必ず着用し、消毒を行う。 

（６）助っ人隊及び利用者は活動実施日前日までに検温を行い、発熱症状等があった

場合、当協議会地域福祉課（TEL024-932-5311）へ連絡し翌日の活動は中止す

る。 

（７）養成講座や出前講座の開催にあたっては、郡山市の開催条件に則って行う。 

（８）活動に伴う実態調査及び顔合わせに関しては利用者を含めた 3名までの同席で

実施する。 

（９）自宅に在宅している利用者以外（入院・入所している利用者など）へサービス

を提供するものに関しては活動不可とする。 
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８．ボランティアセンター 

 （１）施設ボランティア 

    施設の要請に合わせる。 

    ※訪問時は、①検温、②消毒、③マスク着用、④手袋着用 

 （２）ボランティア団体 

    ①個別支援は再開、団体活動は見合わせる。 

    ②定例会等の会議や研修会は、郡山市の開催条件に則って行う。 

    ③会場を換気状態にし、会員等の距離を開けて対応する。 

    ④会員などは、人数を絞って密にならないように開催する。 

    ⑤入室時に①検温、②消毒、③マスク着用など対策のうえ実施する。 

 

９．あんしんサポート（日常生活自立支援事業）について 

 通常どおり利用契約に定める支援計画に基づくサービス提供を実施する。ただし、病

院・福祉施設等への訪問については、当該施設等の方針に従い、サービス提供場所につい

て、施設内や利用者の居室内に立ち入らないなどの配慮を行う。 

 

１０．生活福祉資金貸付制度について 

 当面は緊急小口資金（特例貸付）及び総合支援資金（特例貸付）の対応が中心となるこ

とを踏まえ、貸付の相談は申込み希望者との対面による相談となるため、感染防止には最

善の注意を払うことを徹底する。 

  （１）相談終了後、担当職員は手洗い・うがいを行うことを徹底し、可能な限り連続

して相談対応を行わないようローテーションを組むなどの配慮を行う。 

  （２）相談業務開始前と終了後にテーブル、いす、筆記用具などを消毒する。 

  （３）申込希望者がマスクをしていない場合は、マスク着用をお願いする。 

  （４）ご家族など複数での相談者が来所された場合は、可能な限りお一人での申込み

手続きをお願いするなど、３密を回避するための対策を講じる。 

 

１１．郡山市生活困窮者就労自立支援事業について 

 基本的には個別の支援プログラムに基づく相談・支援業務を実施するが、就労体験につ

いては、受け入れ先となる事業所において配慮すべき感染予防対策が徹底されることを条

件に実施することとする。したがって、体験受入先事業所との事前協議の結果、受入困難

と判断された場合については、就労体験を延期、または中止とする。 

 また、集団による研修や講座などを実施する場合については、郡山市のイベント等開催

の基本的な考え方に示されている基準を遵守したうえで開催する。 
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１２．訪問介護事業（ホームヘルプサービスセンター） 

  新型コロナウイルス感染防止に向けた取り組みについて、厚生労働省が示す「社会福

祉施設等における感染拡大防止のための留意点について（その２）」を基に運営し、さ

らには郡山市からの指導に準じた対応をする。サービスを提供するにあたっては、感染

症を予防し、適切に対応するために次の基本事項に留意する。毎日の検温・必ずマスク

着用・アルコール消毒・換気を行うなど感染予防に努める。 

 【サービス実施のポイント】 

  （１）関係機関と連携して利用者の感染の有無を確認する。 

  （２）感染症の特徴および対処方法をあらかじめ十分に理解しておく。 

  （３）部屋を清潔にするよう心がける。 

  （４）訪問時、サービス終了時には必ず手を洗う。 

  （５）手洗い後は、使い捨てのペーパータオル等を使うようにする。 

  （６）排泄介助、清拭など、利用者の保菌部位や体液に触れる可能性がある場合は手

袋を着用する。手袋を外した際にも、必ず手洗い・消毒を行う。 

  （７）タオル等利用者の体に触れるものは利用者本人の専用とする。 

  （８）サービスの際にはエプロンを着用する。 

  （９）看護師、ヘルパーは日頃から十分な栄養を摂り、睡眠時間を確保して感染症に

かかりにくい身体作りに心がける。 

 （１０）使用済みのゴム手袋は、アルコールスプレーを噴霧し、ビニール袋に入れ、密

封して処分する。 

 

１３．居宅介護支援事業、指定特定・障害児相談支援事業、障がい者相談支援事業 

   厚生労働省が示す「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基

準等の臨時的な対応」に応じた運営を行う。郡山市からの指導に応じて、職員の予防

対策を万全にしたうえで、訪問の自粛や対面での会議から書面や電話での会議に切り

替える等の対応を行う。 

 居宅介護支援事業の実施例 

 （１）サービス担当者会議 

    感染拡大を防止する観点から、紹介・電話・メールなどにより実施。 

 （２）ケアプラン交付 

    電話などで同意を得て、郵送・ポストインなどにより交付し、収束した後に面会

し署名を得る。 

 （３）モニタリング 

    電話・ファックスなどにより実施。２回目以降のモニタリングは認定調査票、主

治医意見書を入手したうえで、利用者に電話で聞き取る。収束した後に訪問のう

え、アセスメントを実施する。 
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１４．郡山市障がい者基幹相談支援センター 

  研修会・会議について 

  定期的に実施していた研修会は、実施方法が密なため、当面の間は見合わせる。再開

する場合は市の方針に基づき、人数規模・複数回の分散方式など対応を検討する。 

  また、招集する集合研修ではなく、「新しい生活様式」に基づきながら出前講座やイ

ンターネット環境を活用した講座や会議を検討してする。 

 

１５．郡山市障害者虐待防止センター 

  電話相談以外の来所相談の場合は、アルコール消毒・マスク着用・検温等の衛生環境

を整え、短時間（３０分）での面談に努める。通報に伴う会議等に関しても、短時間で

面談と同様の衛生環境を整え実施する。 
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【参考及び引用元】 

・社会福祉法人 豊中市社会福祉協議会作成 

「新型コロナウイルス新しい生活様式下での地域福祉活動再開に向けたガイドライン＃

離れていてもつながろう」 

・郡山市 

新型コロナウイルス感染症に係る市主催等イベントの開催等及び市有施設の開館に関す

る指針（9 月 18 日改正） 

・首相官邸 

・厚生労働省 

・環境省 


